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第一部【企業情報】

第１【企業の概況】

１【主要な経営指標等の推移】

回次
第84期

第２四半期連結
累計期間

第85期
第２四半期連結
累計期間

第84期
第２四半期連結
会計期間

第85期
第２四半期連結
会計期間

第84期

会計期間

自平成20年
４月１日
至平成20年
９月30日

自平成21年
４月１日
至平成21年
９月30日

自平成20年
７月１日
至平成20年
９月30日

自平成21年
７月１日
至平成21年
９月30日

自平成20年
４月１日
至平成21年
３月31日

売上高（百万円） 4,833 2,928 2,387 1,524 8,297

経常損益（△は損失）（百万円） 212 △244 19 △131 △33

四半期（当期）純損益（△は損

失）（百万円）
97 △242 △4 △146 △142

純資産額（百万円） － － 5,255 4,483 4,808

総資産額（百万円） － － 11,188 9,322 10,096

１株当たり純資産額（円） － － 348.65 294.66 318.38

１株当たり四半期（当期）純損益

金額（△は損失）（円）
8.18 △20.28 △0.35 △12.28 △11.89

潜在株式調整後１株当たり四半期

（当期）純利益金額（円）
－ － － － －

自己資本比率（％） － － 37.3 37.8 37.7

営業活動による

キャッシュ・フロー（百万円）
459 119 － － 293

投資活動による

キャッシュ・フロー（百万円）
△149 △25 － － △294

財務活動による

キャッシュ・フロー（百万円）
△245 43 － － △234

現金及び現金同等物の四半期末

（期末）残高（百万円）
－ － 1,296 1,071 948

従業員数（人） － － 336 335 327

　（注）１．当社は四半期連結財務諸表を作成しているので、提出会社の主要な経営指標等の推移については記載してお

りません。

２．売上高には、消費税等（消費税及び地方消費税をいう。以下同じ。）は含まれておりません。

３．第84期第２四半期連結累計期間の潜在株式調整後１株当たり四半期（当期）純利益金額については、潜在株

式が存在しないため記載しておりません。

４．第85期第２四半期連結累計期間、第84期第２四半期連結会計期間、第85期第２四半期連結会計期間及び第84

期の潜在株式調整後１株当たり四半期（当期）純利益金額については、１株当たり四半期（当期）純損失で

あり、また、潜在株式が存在しないため記載しておりません。　

　

EDINET提出書類

株式会社　ヤマダコーポレーション(E02180)

四半期報告書

 2/26



２【事業の内容】

　当第２四半期連結会計期間において、当社グループ（当社及び当社の関係会社）が営む事業の内容について、重要な

変更はありません。また、主要な関係会社における異動もありません。

　

３【関係会社の状況】

　当第２四半期連結会計期間において、重要な関係会社の異動はありません。

　

４【従業員の状況】

(1）連結会社の状況

 平成21年９月30日現在

従業員数（人） 335 (41)

　（注）　従業員数は就業人員であり、臨時雇用者数（パートタイマー、嘱託契約の従業員を含む。）は、当第２四半期連結

会計期間の平均人員を(　　)外数で記載しております。

(2）提出会社の状況

 平成21年９月30日現在

従業員数（人） 198 (25)

　（注）　従業員数は就業人員であり、臨時雇用者数（パートタイマー、嘱託契約の従業員を含む。）は、当第２四半期会計

期間の平均人員を（　　）外数で記載しております。
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第２【事業の状況】

１【生産、受注及び販売の状況】

(1）生産の状況

　当第２四半期連結会計期間における生産・商品仕入実績を事業部門別に示すと、次のとおりであります。

①　生産実績

事業部門の名称 金額（千円） 前年同期比（％）

オートモティブ機器 179,030 51.2

インダストリアル機器 439,163 51.0

その他 57,333 58.2

合計 675,526 51.6

（注）１．金額は製造原価で表示しております。

２．上記金額には、消費税等は含まれておりません。

②　商品仕入実績

事業部門の名称 金額（千円） 前年同期比（％）

オートモティブ機器 54,367 48.4

インダストリアル機器 13,207 10.7

その他 12,033 183.0

合計 79,607 32.9

（注）１．金額は仕入価格で表示しております。

２．上記金額には、消費税等は含まれておりません。

(2）受注の状況

　当社グループは、販売計画に基づく見込生産を行っているため、該当事項はありません。

(3）販売の状況

　当第２四半期連結会計期間における販売の状況を事業部門別に示すと、次のとおりであります。

事業部門の名称 金額（千円） 前年同期比（％）

オートモティブ機器 236,591 30.8

インダストリアル機器 1,021,454 75.4

その他 266,884 100.6

合計 1,524,929 63.9

（注）１．主な相手先別の販売実績及び当該販売実績の総販売実績に対する割合については、当該割合が100分の10未

満であるため記載を省略しております。 

２．上記金額には、消費税等は含まれておりません。
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２【事業等のリスク】

当第２四半期連結会計期間において、新たに発生した事業等のリスクはありません。

また、前事業年度の有価証券報告書に記載した事業等のリスクについて重要な変更はありません。　

 

３【経営上の重要な契約等】

　当第２四半期連結会計期間において、経営上の重要な契約等の決定又は締結等はありません。

　

EDINET提出書類

株式会社　ヤマダコーポレーション(E02180)

四半期報告書

 5/26



４【財政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況の分析】

(1）業績の状況　

当第２四半期連結累計期間におけるわが国経済は、総体的には依然停滞しており、大変厳しい経済環境にあり、先

行き不透明感を強めながらの推移となりました。特に民間設備投資の回復が見られず、厳しい需要の低迷による売

上げ減少が想定以上に続いております。

このような状況下、当社グループは、環境対応の製品を中心に営業力の強化とグループ上げてのコスト削減に取

組みましたが、経済環境の影響を大きく受け、大幅な減収減益を余儀なくされました。

この結果、当第２四半期連結累計期間における連結業績につきましては、売上高は2,928百万円（前年同四半期比

△1,905百万円、△39.4％減）となりました。売上高部門別では、オートモティブ部門は643百万円（前年同四半期比

△827百万円、△56.3％減）となりました。インダストリアル部門は1,792百万円（前年同四半期比△1,027百万円、

△36.4％減）となりました。その他の部門は、サービス部品や修理売上などであり、売上高は491百万円（前年同四

半期比△50百万円、△9.3％減）となりました。

利益面では、海外連結子会社は、いずれも堅調で推移いたしましたが、個別及び国内連結子会社の売上げの大幅な

減少、工場の稼働率低下による採算の悪化、円高による為替差損の発生等により、収益の確保は出来ず、営業利益△

203百万円（前年同四半期比△422百万円減）、経常利益は△244百万円（前年同四半期比△456百万円減）、四半期

純利益は△242百万円（前年同四半期比△340百万円減）となりました。

当第２四半期連結累計期間における所在地別セグメントの業績は、日本における外部顧客に対する売上高は、前

年同四半期比1,388百万円減少の2,021百万円、営業利益は前年同四半期比404百万円減少の△240百万円となりまし

た。米国における外部顧客に対する売上高は、前年同四半期比356百万円減少の605百万円、営業利益は前年同四半期

比65百万円減少の29百万円となりました。オランダにおける外部顧客に対する売上高は、前年同四半期比160百万円

減少の301百万円、営業利益は前年同四半期比30百万円減少の27百万円となりました。

また、当第２四半期連結累計期間に占める海外売上高は、前年同四半期比789百万円減少の1,092百万円で、その割

合は37.3％となり、そのうち北米売上高は前年同四半期比300百万円減少の520百万円、欧州売上高は前年同四半期

比155百万円減少の295百万円、その他の売上高は前年同四半期比333百万円減少の276百万円となりました。

当第２四半期連結累計期間末における連結総資産は、前連結会計年度末に比べ774百万円減少し9,322百万円とな

りました。流動資産の減少（△615百万円）の内訳は、受取手形及び売掛金の減少（△219百万円）、たな卸資産の減

少（△441百万円）が主な要因であります。固定資産の減少（△158百万円）の内訳は、有形固定資産の減少（△144

百万円）が主な要因であります。

負債は、前連結会計年度末に比べ449百万円減少し4,838百万円となりました。支払手形及び買掛金の減少（△445

百万円）が主な要因であります。

この結果、純資産合計は前連結会計年度末比324百万円減少し4,483百万円となり、自己資本比率は37.8％となり

ました。

(2）キャッシュ・フローの状況

当第２四半期連結累計期間末における現金及び現金同等物は、前連結会計年度末に比べ122百万円増加し1,071百

万円となりました。当第２四半期連結累計期間における各キャッシュ・フローの状況とそれらの要因は次のとおり

であります。

営業活動によるキャッシュ・フローは119百万円の純収入（前年同四半期は459百万円の純収入）となりました。

主なマイナス要因は、税金等調整前当期純損失が223百万円となったこと、仕入債務の減少額396百万円などであり、

主なプラス要因は、売上債権の減少額290百万円、たな卸資産の減少額398百万円などであります。

投資活動によるキャッシュ・フローは25百万円の純支出（前年同四半期は149百万円の純支出）となりました。

主なプラス要因は、定期預金の払戻による収入72百万円であり、主なマイナス要因は、有形固定資産の取得による支

出43百万円などであります。

財務活動によるキャッシュ・フローは43百万円の純収入（前年同四半期は245百万円の純支出）となりました。

この主な要因は、長短借入金の借入により359百万円の収入はありましたが、長短借入金の返済により391百万円支

出したこと、社債の発行により300百万円の収入はありましたが、社債の償還により200百万円支出したこと、また、

配当金の支払により24百万円を支出したこと等によります。　

(3）事業上及び財務上の対処すべき課題　

当第２四半期連結会計期間において、当社グループが対処すべき課題について重要な変更はありません。

(4）研究開発活動

当第２四半期連結会計期間におけるグループ全体の研究開発活動の金額は2,250千円であります。

なお、当第２四半期連結会計期間において、当社グループの研究開発活動の状況に重要な変更はありません。　
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第３【設備の状況】
(1）主要な設備の状況

　当第２四半期連結会計期間において、主要な設備に重要な異動はありません。　

(2）設備の新設、除却等の計画

　当第２四半期連結会計期間において、前四半期連結会計期間末に計画した重要な設備の新設、除却等について、重

要な変更はありません。また、新たに確定した重要な設備の新設、拡充、改修、除却、売却等の計画はありません。
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第４【提出会社の状況】

１【株式等の状況】

（１）【株式の総数等】

①【株式の総数】

種類 発行可能株式総数（株）

普通株式 48,000,000

計 48,000,000

②【発行済株式】

種類
第２四半期会計期間末現
在発行数（株）
（平成21年９月30日）

提出日現在発行数（株）
（平成21年11月13日）

上場金融商品取引所名
又は登録認可金融商品
取引業協会名

内容

普通株式 12,000,000 12,000,000
東京証券取引所

（市場第二部）

権利内容に何

ら限定のない

当社における

標準となる株

式であり、単元

株式数は1,000

株であります。

計 12,000,000 12,000,000 － －

　

（２）【新株予約権等の状況】

該当事項はありません。

　

（３）【ライツプランの内容】

該当事項はありません。

　

（４）【発行済株式総数、資本金等の推移】

年月日
発行済株式総
数増減数
（株）

発行済株式総
数残高（株）

資本金増減額
（千円）

資本金残高
（千円）

資本準備金増
減額（千円）

資本準備金残
高（千円）

平成21年７月１日～　

平成21年９月30日　
－ 12,000,000 － 600,000 － 53,746
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（５）【大株主の状況】

 平成21年９月30日現在

氏名又は名称 住所
所有株式数
（千株）

発行済株式総数
に対する所有株
式数の割合
（％）

㈱豊和 東京都大田区南馬込１丁目１番３号 810 6.75

山田　和正 千葉県浦安市 629 5.24

㈱埼玉りそな銀行 埼玉県さいたま市浦和区常盤７丁目４番１号 588 4.90

㈱バンザイ 東京都港区芝２丁目31番19号 434 3.62

山田　豊雄 東京都大田区 415 3.45

カブドットコム証券㈱ 東京都千代田区大手町１丁目３番２号 393 3.27

山田　昌太郎 東京都大田区 359 2.99

㈱横浜銀行 神奈川県横浜市西区みなとみらい３丁目１番１号 305 2.54

不二サッシ㈱ 神奈川県川崎市幸区鹿島田890-12 300 2.50

山田　三千子　 東京都大田区 249 2.07

計 － 4,483 37.36
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（６）【議決権の状況】

①【発行済株式】　

 平成21年９月30日現在

区分 株式数（株） 議決権の数（個） 内容

無議決権株式 － － －

議決権制限株式（自己株式等） － － －

議決権制限株式（その他） － － －

完全議決権株式（自己株式等） 普通株式    288,000－

権利内容に何ら限定のない

当社における標準となる株

式

完全議決権株式（その他） 普通株式 11,679,000 11,679 同上

単元未満株式 普通株式     33,000－ 同上　

発行済株式総数 12,000,000 － －

総株主の議決権 － 11,679 －

　（注）　「完全議決権株式（その他）」の欄には、証券保管振替機構名義の株式が6,000株（議決権の数6個）含まれてお

ります。

②【自己株式等】

 平成21年９月30日現在

所有者の氏名又は名称 所有者の住所
自己名義所有
株式数（株）

他人名義所有
株式数（株）

所有株式数の
合計（株）

発行済株式総数
に対する所有株
式数の割合

（％）

㈱ワイ・テイ・エス
千葉県四街道市物井　

598-10
214,000 － 214,000 1.78

㈱ヤマダメタルテック
神奈川県相模原市　　西

橋本3-12-9
57,000 － 57,000 0.47

㈱ヤマダコーポレーショ

ン

東京都大田区南馬込　

1-1-3
17,000 － 17,000 0.14

計 － 288,000 － 288,000 2.40

（注）　㈱ワイ・テイ・エス及び㈱ヤマダメタルテックの所有株式は相互保有株式であります。

　

２【株価の推移】

【当該四半期累計期間における月別最高・最低株価】

月別
平成21年
４月

５月 ６月 ７月 ８月 ９月

最高（円） 97 97 120 120 110 107

最低（円） 90 86 96 107 100 96

（注）　株価は、東京証券取引所（市場第二部）におけるものであります。

　

３【役員の状況】

前事業年度の有価証券報告書の提出日後、当四半期報告書の提出日までにおいて、役員の異動はありません。
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第５【経理の状況】

１．四半期連結財務諸表の作成方法について

　当社の四半期連結財務諸表は、「四半期連結財務諸表の用語、様式及び作成方法に関する規則」（平成19年内閣府令

第64号。以下「四半期連結財務諸表規則」という。）に基づいて作成しております。

　なお、前第２四半期連結会計期間（平成20年７月１日から平成20年９月30日まで）及び前第２四半期連結累計期間

（平成20年４月１日から平成20年９月30日まで）は、改正前の四半期連結財務諸表規則に基づき、当第２四半期連結

会計期間（平成21年７月１日から平成21年９月30日まで）及び当第２四半期連結累計期間（平成21年４月１日から

平成21年９月30日まで）は、改正後の四半期連結財務諸表規則に基づいて作成しております。

２．監査証明について

　当社は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、前第２四半期連結会計期間（平成20年７月１日から平

成20年９月30日まで）及び前第２四半期連結累計期間（平成20年４月１日から平成20年９月30日まで）に係る四半

期連結財務諸表並びに当第２四半期連結会計期間（平成21年７月１日から平成21年９月30日まで）及び当第２四半

期連結累計期間（平成21年４月１日から平成21年９月30日まで）に係る四半期連結財務諸表について、青南監査法人

による四半期レビューを受けております。
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１【四半期連結財務諸表】
（１）【四半期連結貸借対照表】

（単位：千円）

当第２四半期連結会計期間末
(平成21年９月30日)

前連結会計年度末に係る
要約連結貸借対照表
(平成21年３月31日)

資産の部

流動資産

現金及び預金 1,161,057 1,073,088

受取手形及び売掛金 1,234,314 1,453,604

有価証券 50,626 50,587

商品及び製品 1,004,454 1,296,240

仕掛品 383,020 428,858

原材料及び貯蔵品 575,132 679,380

その他 167,337 211,597

貸倒引当金 △47,665 △49,517

流動資産合計 4,528,278 5,143,839

固定資産

有形固定資産

建物及び構築物（純額） 1,629,836 1,695,717

土地 1,608,850 1,611,446

その他（純額） 535,352 611,420

有形固定資産合計 ※1
 3,774,040

※1
 3,918,584

無形固定資産 152,774 160,617

投資その他の資産 ※3
 866,927

※3
 873,182

固定資産合計 4,793,742 4,952,384

資産合計 9,322,020 10,096,224

負債の部

流動負債

支払手形及び買掛金 577,955 1,023,797

短期借入金 414,518 365,049

1年内償還予定の社債 750,000 950,000

1年内返済予定の長期借入金 298,789 293,411

未払法人税等 7,186 17,691

賞与引当金 80,400 122,081

その他 212,156 216,267

流動負債合計 2,341,006 2,988,298

固定負債

社債 300,000 －

長期借入金 927,295 1,028,380

退職給付引当金 647,091 645,343

役員退職慰労引当金 274,550 270,350

負ののれん 78,268 80,714

その他 270,010 274,959

固定負債合計 2,497,216 2,299,748

負債合計 4,838,222 5,288,046
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（単位：千円）

当第２四半期連結会計期間末
(平成21年９月30日)

前連結会計年度末に係る
要約連結貸借対照表
(平成21年３月31日)

純資産の部

株主資本

資本金 600,000 600,000

資本剰余金 56,750 56,750

利益剰余金 2,927,642 3,194,218

自己株式 △7,887 △7,887

株主資本合計 3,576,505 3,843,081

評価・換算差額等

その他有価証券評価差額金 66,701 60,456

為替換算調整勘定 △117,884 △94,376

評価・換算差額等合計 △51,183 △33,919

少数株主持分 958,475 999,014

純資産合計 4,483,797 4,808,177

負債純資産合計 9,322,020 10,096,224
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（２）【四半期連結損益計算書】
【第２四半期連結累計期間】

（単位：千円）

前第２四半期連結累計期間
(自　平成20年４月１日
　至　平成20年９月30日)

当第２四半期連結累計期間
(自　平成21年４月１日
　至　平成21年９月30日)

売上高 4,833,734 2,928,204

売上原価 3,069,770 1,893,959

売上総利益 1,763,963 1,034,245

販売費及び一般管理費 ※1
 1,544,976

※1
 1,237,323

営業利益又は営業損失（△） 218,987 △203,078

営業外収益

受取利息 975 852

受取配当金 9,065 5,653

負ののれん償却額 2,445 2,445

為替差益 33,952 －

その他 12,922 7,784

営業外収益合計 59,361 16,736

営業外費用

支払利息 39,837 27,724

売上割引 24,240 6,795

為替差損 － 22,945

その他 2,217 664

営業外費用合計 66,294 58,130

経常利益又は経常損失（△） 212,054 △244,472

特別利益

前期損益修正益 － 32,239

固定資産売却益 975 －

投資有価証券売却益 100 －

貸倒引当金戻入額 6,027 394

国庫補助金 － 30,235

補助金収入 6,873 5,165

特別利益合計 13,976 68,034

特別損失

固定資産処分損 1,134 134

その他 － ※2
 47,043

特別損失合計 1,134 47,178

税金等調整前四半期純利益又は税金等調整前四半期
純損失（△）

224,896 △223,616

法人税、住民税及び事業税 62,152 8,074

法人税等還付税額 － △7,653

法人税等調整額 44,856 58,912

法人税等合計 107,008 59,333

少数株主利益又は少数株主損失（△） 19,958 △40,339

四半期純利益又は四半期純損失（△） 97,929 △242,610
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【第２四半期連結会計期間】
（単位：千円）

前第２四半期連結会計期間
(自　平成20年７月１日
　至　平成20年９月30日)

当第２四半期連結会計期間
(自　平成21年７月１日
　至　平成21年９月30日)

売上高 2,387,937 1,524,929

売上原価 1,579,408 1,001,801

売上総利益 808,528 523,127

販売費及び一般管理費 ※1
 771,326

※1
 625,453

営業利益又は営業損失（△） 37,202 △102,326

営業外収益

受取利息 826 526

受取配当金 90 115

負ののれん償却額 1,222 1,222

為替差益 4,668 －

その他 7,742 4,231

営業外収益合計 14,550 6,096

営業外費用

支払利息 21,996 14,316

売上割引 8,981 2,871

為替差損 － 17,455

その他 988 351

営業外費用合計 31,966 34,994

経常利益又は経常損失（△） 19,786 △131,224

特別利益

前期損益修正益 － 32,239

固定資産売却益 975 －

投資有価証券売却益 100 －

貸倒引当金戻入額 5,042 394

国庫補助金 － 22,049

特別利益合計 6,118 54,683

特別損失

固定資産処分損 657 117

その他 － ※2
 34,347

特別損失合計 657 34,464

税金等調整前四半期純利益又は税金等調整前四半期
純損失（△）

25,247 △111,005

法人税、住民税及び事業税 5,209 △3,432

法人税等還付税額 － △7,653

法人税等調整額 17,823 49,421

法人税等合計 23,033 38,335

少数株主利益又は少数株主損失（△） 6,496 △2,458

四半期純損失（△） △4,283 △146,882
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（３）【四半期連結キャッシュ・フロー計算書】
（単位：千円）

前第２四半期連結累計期間
(自　平成20年４月１日
　至　平成20年９月30日)

当第２四半期連結累計期間
(自　平成21年４月１日
　至　平成21年９月30日)

営業活動によるキャッシュ・フロー

税金等調整前四半期純利益又は税金等調整前四
半期純損失（△）

224,896 △223,616

減価償却費 215,906 153,616

負ののれん償却額 △2,445 △2,445

受取利息及び受取配当金 △10,041 △6,505

支払利息 39,837 27,724

売上債権の増減額（△は増加） 277,987 290,365

たな卸資産の増減額（△は増加） △151,586 398,731

仕入債務の増減額（△は減少） 166,193 △396,063

割引手形の増減額（△は減少） △172,509 △80,000

その他 △38,829 △16,662

小計 549,409 145,144

利息及び配当金の受取額 10,041 6,505

利息の支払額 △39,919 △29,131

法人税等の支払額 △76,782 △46,290

法人税等の還付額 17,200 43,332

営業活動によるキャッシュ・フロー 459,949 119,559

投資活動によるキャッシュ・フロー

定期預金の預入による支出 △71,569 △42,909

定期預金の払戻による収入 65,930 72,175

有形固定資産の取得による支出 △149,644 △43,471

有形固定資産の売却による収入 3,415 －

投資有価証券の取得による支出 △637 △10,971

投資有価証券の売却による収入 325 －

その他 2,918 106

投資活動によるキャッシュ・フロー △149,260 △25,069

財務活動によるキャッシュ・フロー

短期借入れによる収入 250,505 259,875

短期借入金の返済による支出 △369,166 △205,790

長期借入れによる収入 50,000 100,000

長期借入金の返済による支出 △136,470 △185,437

社債の発行による収入 － 300,000

社債の償還による支出 － △200,000

配当金の支払額 △36,295 △24,775

少数株主への配当金の支払額 △3,000 －

その他 △751 △634

財務活動によるキャッシュ・フロー △245,179 43,238

現金及び現金同等物に係る換算差額 △672 △15,054

現金及び現金同等物の増減額（△は減少） 64,837 122,674

現金及び現金同等物の期首残高 1,232,071 948,625

現金及び現金同等物の四半期末残高 1,296,908 1,071,299
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【四半期連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項等の変更】

　該当事項はありません。

　　

【表示方法の変更】

当第２四半期連結会計期間
（自　平成21年７月１日
至　平成21年９月30日）

（四半期連結貸借対照表関係）

　「財務諸表等の用語、様式及び作成方法に関する規則等の一部を改正する内閣府令」（平成20年８月７日　内閣府令

第50号）の適用に伴い、前第２四半期連結会計期間において、「商品」「製品」として掲記されていたものは、当第２

四半期連結会計期間は「商品及び製品」と一括して掲記しております。なお、当第２四半期連結会計期間に含まれる

「商品」「製品」は、それぞれ796,675千円、207,778千円であります。

　また、前第２四半期連結会計期間において「原材料」と流動資産の「その他」に含めていた「貯蔵品」（4,970千

円）は、当第２四半期連結会計期間は「原材料及び貯蔵品」と一括して掲記しております。なお、当第２四半期連結会

計期間に含まれる「原材料」「貯蔵品」は、それぞれ571,048千円、4,083千円であります。　

　

【簡便な会計処理】

 
当第２四半期連結累計期間
（自　平成21年４月１日
至　平成21年９月30日）

１．棚卸資産の評価方法 　棚卸資産の簿価切下げに関しては、収益性の低下が明らかなものについての

み正味売却価額を見積り、簿価切下げを行う方法によっております。

２．固定資産の減価償却費の算定方法 　固定資産の年度中の取得、売却及び除却等の見積りを考慮した予算を策定し

ているため、当該予算に基づく年間償却予定額を期間按分して算定しており

ます。

３．法人税等並びに繰延税金資産及び繰

延税金負債の算定方法

　法人税等の納付税額の算定に関しては、加味する加減算項目や税額控除項目

を重要なものに限定する方法によっております。

　繰延税金資産の回収可能性の判断に関しては、前連結会計年度末以降に経営

環境等、かつ、一時差異等の発生状況に著しい変化がないと認められるので、

前連結会計年度において使用した将来の業績予測やタックス・プラニングを

利用する方法によっております。

　

【四半期連結財務諸表の作成にあたり適用した特有の会計処理】

　該当事項はありません。

　

【注記事項】

（四半期連結貸借対照表関係）

当第２四半期連結会計期間末
（平成21年９月30日）

前連結会計年度末
（平成21年３月31日）

※１　有形固定資産の減価償却累計額は、4,346,695千円で

あります。

※１　有形固定資産の減価償却累計額は、4,207,901千円で

あります。

　２　受取手形割引高は、70,000千円であります。 　２　受取手形割引高は、150,000千円であります。

※３　資産の金額から直接控除している貸倒引当金の額 ※３　資産の金額から直接控除している貸倒引当金の額

投資その他の資産　 20,199千円 投資その他の資産　　 18,807千円
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（四半期連結損益計算書関係）

前第２四半期連結累計期間
（自　平成20年４月１日
至　平成20年９月30日）

当第２四半期連結累計期間
（自　平成21年４月１日
至　平成21年９月30日）

※１　販売費及び一般管理費のうち主要な費目及び金額は

次のとおりであります。

※１　販売費及び一般管理費のうち主要な費目及び金額は

次のとおりであります。

荷造・運賃　　 62,231千円

広告宣伝費　 52,113 

役員・従業員給与手当　　　 648,495 

賞与手当     40,005 

法定福利費及び福利厚生費 126,574 

賞与引当金繰入額　 83,688 

その他の引当金繰入額 32,940 

減価償却費 48,883 

支払賃借料 46,854 

荷造・運賃　　 44,986千円

広告宣伝費　 36,102 

役員・従業員給与手当　　　 558,968 

賞与手当     13,826 

法定福利費及び福利厚生費 104,162 

賞与引当金繰入額　 35,199 

その他の引当金繰入額 34,200 

減価償却費 43,682 

支払賃借料 43,782 

―――――― ※２　その他（特別損失）のうち主要な費目及び金額は次

のとおりであります。

　 工場操業停止に伴う損失　　 45,858千円

前第２四半期連結会計期間
（自　平成20年７月１日
至　平成20年９月30日）

当第２四半期連結会計期間
（自　平成21年７月１日
至　平成21年９月30日）

※１　販売費及び一般管理費のうち主要な費目及び金額は

次のとおりであります。

※１　販売費及び一般管理費のうち主要な費目及び金額は

次のとおりであります。

荷造・運賃　　 32,158千円

広告宣伝費　 28,531 

役員・従業員給与手当　　　 322,119 

賞与手当     2,504 

法定福利費及び福利厚生費 63,485 

賞与引当金繰入額　 54,111 

その他の引当金繰入額 15,690 

減価償却費 22,963 

支払賃借料 21,640 

荷造・運賃　　 24,946千円

広告宣伝費　 21,176 

役員・従業員給与手当　　　 275,836 

法定福利費及び福利厚生費 54,833 

賞与引当金繰入額　 24,149 

その他の引当金繰入額 17,100 

減価償却費 21,458 

支払賃借料 22,346 

―――――― ※２　その他（特別損失）のうち主要な費目及び金額は次

のとおりであります。

　 工場操業停止に伴う損失　　 33,161千円
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（四半期連結キャッシュ・フロー計算書関係）

前第２四半期連結累計期間
（自　平成20年４月１日
至　平成20年９月30日）

当第２四半期連結累計期間
（自　平成21年４月１日
至　平成21年９月30日）

現金及び現金同等物の四半期末残高と四半期連結貸

借対照表に掲記されている科目の金額との関係

現金及び現金同等物の四半期末残高と四半期連結貸

借対照表に掲記されている科目の金額との関係

（平成20年９月30日現在） （平成21年９月30日現在）

   

現金及び預金勘定 1,405,009
千円

　

有価証券勘定（マネー・マネ　　

　ージメント・ファンド）　
50,497 

預入期間が３か月を超える定期預

金
△158,598 

現金及び現金同等物 1,296,908 

   

現金及び預金勘定 1,161,057
千円

　

有価証券勘定（マネー・マネ　　

　ージメント・ファンド）　
50,626 

預入期間が３か月を超える定期預

金
△140,384 

現金及び現金同等物 1,071,299 

　

（株主資本等関係）

当第２四半期連結会計期間末（平成21年９月30日）及び当第２四半期連結累計期間（自　平成21年４月１日　至　

平成21年９月30日）

１．発行済株式の種類及び総数

　普通株式　　12,000千株

２．自己株式の種類及び株式数

　普通株式　　　　35千株

３．新株予約権等に関する事項

　該当事項はありません。

４．配当に関する事項

　配当金支払額

（決議）
　

株式の種類
配当金の総額
（千円）

１株当たり配
当額（円）

基準日 効力発生日 配当の原資

平成21年６月26日

定時株主総会
普通株式 23,965 2.00 平成21年３月31日 平成21年６月29日利益剰余金
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（セグメント情報）

【事業の種類別セグメント情報】

　前第２四半期連結会計期間（自　平成20年７月１日　至　平成20年９月30日）及び当第２四半期連結会計期間

（自　平成21年７月１日　至　平成21年９月30日）並びに前第２四半期連結累計期間（自　平成20年４月１日　至

　平成20年９月30日）及び当第２四半期連結累計期間（自　平成21年４月１日　至　平成21年９月30日）

　当社及び連結子会社は給油機器及びその関連製品の製造・販売を行っており、同一事業種類の売上高及び営業

利益の金額がそれぞれ全セグメントの売上高及び営業利益の合計額の90％を超えており、他に開示の対象とすべ

きセグメントが存在しないため、事業の種類別セグメント情報の記載を省略しております。　

【所在地別セグメント情報】

前第２四半期連結会計期間（自　平成20年７月１日　至　平成20年９月30日）

 
日本
（千円）

米国
（千円）

オランダ
（千円）

計（千円）
消去又は全
社（千円）

連結
（千円）

売上高                         

(1）
外部顧客に対する売上

高
1,707,778472,291207,8672,387,937 － 2,387,937

(2）
セグメント間の内部売

上高又は振替高
389,616 5,926 4,327 399,869(399,869) －

 計 2,097,394478,217212,1952,787,807(399,869)2,387,937

営業利益 58,397 37,665 19,529 115,592(78,389)37,202

当第２四半期連結会計期間（自　平成21年７月１日　至　平成21年９月30日）

 
日本
（千円）

米国
（千円）

オランダ
（千円）

計（千円）
消去又は全
社（千円）

連結
（千円）

売上高                         

(1）
外部顧客に対する売上

高
1,055,424298,119171,3851,524,929 － 1,524,929

(2）
セグメント間の内部売

上高又は振替高
134,344 3,411 701 138,457(138,457) －

 計 1,189,769301,530172,0871,663,387(138,457)1,524,929

営業利益又は営業損失

（△）
△95,203 10,805 22,600△61,796 (40,529)△102,326
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前第２四半期連結累計期間（自　平成20年４月１日　至　平成20年９月30日）

 
日本
（千円）

米国
（千円）

オランダ
（千円）

計（千円）
消去又は全
社（千円）

連結
（千円）

売上高                         

(1）
外部顧客に対する売上

高
3,409,941961,824461,9684,833,734 － 4,833,734

(2）
セグメント間の内部売

上高又は振替高
773,73616,886 10,249 800,872(800,872) －

 計 4,183,677978,711472,2175,634,607(800,872)4,833,734

営業利益 164,92894,614 58,090 317,632(98,645)218,987

当第２四半期連結累計期間（自　平成21年４月１日　至　平成21年９月30日）

 
日本
（千円）

米国
（千円）

オランダ
（千円）

計（千円）
消去又は全
社（千円）

連結
（千円）

売上高                         

(1）
外部顧客に対する売上

高
2,021,178605,483301,5422,928,204 － 2,928,204

(2）
セグメント間の内部売

上高又は振替高
251,844 8,574 1,383 261,802(261,802) －

 計 2,273,022614,058302,9263,190,007(261,802)2,928,204

営業利益又は営業損失

（△）
△240,07129,549 27,172△183,349(19,729)△203,078

（注）　　国又は地域の区分の方法は、連結会社の所在する国別によります。
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【海外売上高】

前第２四半期連結会計期間（自　平成20年７月１日　至　平成20年９月30日）

 北米 欧州 その他　 合計

海外売上高（千円） 403,518 198,128 284,933 886,580

連結売上高（千円）             2,387,937

連結売上高に占める海外売上高の割合

（％）
16.9 8.3 11.9 37.1

当第２四半期連結会計期間（自　平成21年７月１日　至　平成21年９月30日）

 北米 欧州 その他　 合計

海外売上高（千円） 251,580 168,979 152,451 573,011

連結売上高（千円）             1,524,929

連結売上高に占める海外売上高の割合

（％）
16.5 11.1 10.0 37.6

前第２四半期連結累計期間（自　平成20年４月１日　至　平成20年９月30日）

 北米 欧州 その他　 合計

海外売上高（千円） 820,710 451,405 610,429 1,882,546

連結売上高（千円）             4,833,734

連結売上高に占める海外売上高の割合

（％）
17.0 9.3 12.7 39.0

当第２四半期連結累計期間（自　平成21年４月１日　至　平成21年９月30日）

 北米 欧州 その他　 合計

海外売上高（千円） 520,501 295,934 276,539 1,092,975

連結売上高（千円）             2,928,204

連結売上高に占める海外売上高の割合

（％）
17.8 10.1 9.4 37.3

（注）　国又は地域の区分の方法及び各区分に属する国又は地域

１．国又は地域の区分の方法……………地理的近接度によります。

２．各区分に属する主な国又は地域……北米　：米国、カナダ

欧州　：ドイツ、スペイン、フランス

その他：東南アジア他

３．海外売上高は、当社及び連結子会社の本邦以外の国又は地域における売上高の合計（ただし、連結会社間の

内部売上高を除く）であります。

　

（有価証券関係）

　該当事項はありません。

　

（デリバティブ取引関係）

　該当事項はありません。

　

（ストック・オプション等関係）

　該当事項はありません。
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（１株当たり情報）

１．１株当たり純資産額

当第２四半期連結会計期間末
（平成21年９月30日）

前連結会計年度末
（平成21年３月31日）

１株当たり純資産額 294.66円 １株当たり純資産額 318.38円

２．１株当たり四半期純利益金額または１株当たり四半期純損失金額

前第２四半期連結累計期間
（自　平成20年４月１日
至　平成20年９月30日）

当第２四半期連結累計期間
（自　平成21年４月１日
至　平成21年９月30日）

１株当たり四半期純利益金額 8.18円 １株当たり四半期純損失金額 20.28円

　なお、潜在株式調整後１株当たり四半期純利益金額につい

ては、潜在株式が存在しないため記載しておりません。

　なお、潜在株式調整後１株当たり四半期純利益金額につい

ては、１株当たり四半期純損失であり、また、潜在株式が存

在しないため記載しておりません。

　（注）　１株当たり四半期純利益金額または１株当たり四半期純損失金額の算定上の基礎は、以下のとおりであります。

 
前第２四半期連結累計期間
（自　平成20年４月１日
至　平成20年９月30日）

当第２四半期連結累計期間
（自　平成21年４月１日
至　平成21年９月30日）

四半期純利益（△は損失）（千円） 97,929 △242,610

普通株主に帰属しない金額（千円） － －

普通株式に係る四半期純利益（△は損失）（千円） 97,929 △242,610

期中平均株式数（千株） 11,967 11,964

前第２四半期連結会計期間
（自　平成20年７月１日
至　平成20年９月30日）

当第２四半期連結会計期間
（自　平成21年７月１日
至　平成21年９月30日）

１株当たり四半期純損失金額 0.35円 １株当たり四半期純損失金額 12.28円

　なお、潜在株式調整後１株当たり四半期純利益金額につい

ては、１株当たり四半期純損失であり、また、潜在株式が存

在しないため記載しておりません。

　なお、潜在株式調整後１株当たり四半期純利益金額につい

ては、１株当たり四半期純損失であり、また、潜在株式が存

在しないため記載しておりません。

　（注）　１株当たり四半期純損失金額の算定上の基礎は、以下のとおりであります。

 
前第２四半期連結会計期間
（自　平成20年７月１日
至　平成20年９月30日）

当第２四半期連結会計期間
（自　平成21年７月１日
至　平成21年９月30日）

四半期純損失（千円） 4,283 146,882

普通株主に帰属しない金額（千円） － －

普通株式に係る四半期純損失（千円） 4,283 146,882

期中平均株式数（千株） 11,967 11,964

　

（重要な後発事象）

　該当事項はありません。

　

（リース取引関係）

　該当事項はありません。

　

２【その他】

　該当事項はありません。
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第二部【提出会社の保証会社等の情報】
　該当事項はありません。
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 独立監査人の四半期レビュー報告書 

平成20年11月13日

株式会社ヤマダコーポレーション

取締役会　御中

青南監査法人

 
代表社員
業務執行社員

 公認会計士 笠井　幸夫　　印

 
代表社員
業務執行社員

 公認会計士 小平　　修　　印

　当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、「経理の状況」に掲げられている株式会社ヤマダコー

ポレーションの平成20年４月１日から平成21年３月31日までの連結会計年度の第２四半期連結会計期間（平成20年７月１

日から平成20年９月30日まで）及び第２四半期連結累計期間（平成20年４月１日から平成20年９月30日まで）に係る四半

期連結財務諸表、すなわち、四半期連結貸借対照表、四半期連結損益計算書及び四半期連結キャッシュ・フロー計算書につ

いて四半期レビューを行った。この四半期連結財務諸表の作成責任は経営者にあり、当監査法人の責任は独立の立場から四

半期連結財務諸表に対する結論を表明することにある。

　当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期レビューの基準に準拠して四半期レビューを行った。

四半期レビューは、主として経営者、財務及び会計に関する事項に責任を有する者等に対して実施される質問、分析的手続

その他の四半期レビュー手続により行われており、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して実

施される年度の財務諸表の監査に比べ限定された手続により行われた。

　当監査法人が実施した四半期レビューにおいて、上記の四半期連結財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認めら

れる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して、株式会社ヤマダコーポレーション及び連結子会社の平成20年９月30日現

在の財政状態、同日をもって終了する第２四半期連結会計期間及び第２四半期連結累計期間の経営成績並びに第２四半期

連結累計期間のキャッシュ・フローの状況を適正に表示していないと信じさせる事項がすべての重要な点において認めら

れなかった。

　会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

　

以　上

　（注）１．上記は、四半期レビュー報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社（四半期報

告書提出会社）が別途保管しております。

　２．四半期連結財務諸表の範囲にはＸＢＲＬデータ自体は含まれていません。
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 独立監査人の四半期レビュー報告書 

平成21年11月13日

株式会社ヤマダコーポレーション

取締役会　御中

青南監査法人

 
代表社員
業務執行社員

 公認会計士 笠井　幸夫　　印

 
代表社員
業務執行社員

 公認会計士 小平　　修　　印

　当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、「経理の状況」に掲げられている株式会社ヤマダコー

ポレーションの平成21年４月１日から平成22年３月31日までの連結会計年度の第２四半期連結会計期間（平成21年７月１

日から平成21年９月30日まで）及び第２四半期連結累計期間（平成21年４月１日から平成21年９月30日まで）に係る四半

期連結財務諸表、すなわち、四半期連結貸借対照表、四半期連結損益計算書及び四半期連結キャッシュ・フロー計算書につ

いて四半期レビューを行った。この四半期連結財務諸表の作成責任は経営者にあり、当監査法人の責任は独立の立場から四

半期連結財務諸表に対する結論を表明することにある。

　当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期レビューの基準に準拠して四半期レビューを行った。

四半期レビューは、主として経営者、財務及び会計に関する事項に責任を有する者等に対して実施される質問、分析的手続

その他の四半期レビュー手続により行われており、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して実

施される年度の財務諸表の監査に比べ限定された手続により行われた。

　当監査法人が実施した四半期レビューにおいて、上記の四半期連結財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認めら

れる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して、株式会社ヤマダコーポレーション及び連結子会社の平成21年９月30日現

在の財政状態、同日をもって終了する第２四半期連結会計期間及び第２四半期連結累計期間の経営成績並びに第２四半期

連結累計期間のキャッシュ・フローの状況を適正に表示していないと信じさせる事項がすべての重要な点において認めら

れなかった。

　会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

　

以　上

　（注）１．上記は、四半期レビュー報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社（四半期報

告書提出会社）が別途保管しております。

　２．四半期連結財務諸表の範囲にはＸＢＲＬデータ自体は含まれていません。
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